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１ 総住宅数と総世帯数

総住宅数は 177 万戸と 3.5％の増加

令和５年 10 月１日現在における静岡県の総住宅数は 1,774,100 戸で全国 10位。また、静岡

県の総世帯数は 1,485,100 世帯であった。

平成 30 年（前回調査）と比べると、総住宅数は 59,400 戸（3.5％）、総世帯数は 48,400 世

帯（3.4％）それぞれ増加となっている。

静岡県では、昭和 43 年以降、総住宅数が総世帯数を上回っており、令和５年は総住宅数が

総世帯数を 289,000 上回る。（図１、表１）

表１ 総住宅数、総世帯数及び１世帯当たり住宅数の推移（昭和 38 年～令和５年）
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２ 居住世帯の有無

空き家数 30 万戸・空き家率 16.7％でいずれも過去最高

総住宅数 1,774,100 戸のうち、「居住世帯のある住宅」（ふだん人が住んでいる住宅）は

1,468,400 戸（総住宅数に占める割合 82.8％）で、「居住世帯のない住宅」（空き家、一時現在

者のみの住宅及び建築中の住宅）は 305,700 戸（同 17.2％）となっている。

居住世帯のない住宅のうち、空き家の数は 296,300 戸で、総住宅数に占める空き家の割合（以

下「空き家率」という。）は 16.7％で全国 16 位（率の高い順。以下同じ。）となっている。

平成 30 年と比べると、空き家の数は 14,700 戸の増加、空き家率は 0.3 ポイントの上昇であ

り、いずれも過去最高となっている。

空き家の内訳を種類別にみると、「賃貸・売却用の住宅」が 152,800 戸（51.6％）と最も多

く、次いで「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」が 104,800 戸（35.4％）、別荘等の

「二次的住宅」が 38,500 戸（13.0％）となっている。

平成 30 年と比べると、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」数は 16,500 戸増加し

ており、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」の空き家率は 5.9％、全国 37 位となっ

ている。

なお、空き家のうち、「二次的住宅」を除いた空き家率は 14.5％で、全国 28 位となっている。

（図２－１、図２－２、表２）

※「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」とは、「賃貸・売却用の住宅」、「二次的住宅」以外の住宅で、

例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことに

なっている住宅のほか、空き家の区分の判断が困難な住宅などを含む。
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表２ 居住世帯の有無別住宅数の推移（昭和 38 年～令和５年）
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３ 住宅の所有の関係

持ち家は 99 万戸、持ち家住宅率は 67.4％

居住世帯のある住宅を所有の関係別にみると，持ち家が 989,600 戸で、居住世帯のある住宅

総数に占める持ち家の割合（以下「持ち家住宅率」という。）は 67.4％となっている。また、

借家は 431,400 戸で、居住世帯のある住宅総数に占める割合は 29.4％となっている。

平成 30年と比べると，持ち家は 34,300 戸増加し、持ち家住宅率は 0.4 ポイント上昇した。

借家は 2,800 戸増加し、居住世帯のある住宅総数に占める割合は 0.7 ポイント低下した。

（図３、表３）

表３ 持ち家数及び借家数の推移（昭和 38 年～令和５年）
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４ 住宅の規模

一戸建の延べ面積はおおむね横ばい、共同住宅は増加傾向

住宅のうち居住専用に建築された住宅（以下「専用住宅」という。）について、１住宅当た

りの住宅の規模をみると、居住室数は 4.66 室、居住室の畳数は 36.04 畳、延べ面積（居住室

のほか玄関、トイレ、台所などを含めた住宅の床面積の合計）は 101.86 ㎡で、１人当たり居

住室の畳数は 15.04 畳、１室当たり人員は 0.51 人となっている。

１住宅当たり延べ面積について、平成 10 年以降の推移をみると、一戸建は平成 25 年までは

増加が続いていたが、平成 30 年に減少に転じ、令和５年は再び 128.74 ㎡と、平成 30 年と比

べ、0.24 ㎡の増加となった。また、共同住宅も令和５年は 48.66 ㎡と、平成 30 年に比べ 0.15

㎡増加している。

また、１室当たり人員について、平成 10 年以降の推移をみると、一戸建、共同住宅ともに

減少傾向が続いており、平成 10 年から令和５年までの 25 年間で、一戸建は 0.10 人減、共同

住宅も 0.10 人減となっている。

（図４、表４）
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５ 持ち家の購入・新築・建て替え等

持ち家の取得方法は「新築（建て替えを除く）」が最も多い

持ち家について、住宅の購入・新築・建て替え等（以下「取得方法」という。）別にみると、

「新築（建て替えを除く）」が 360,800 戸（持ち家総数に占める割合 36.5％）と最も多く、次

いで「建て替え」が 214,100 戸（同 21.6％）、「新築の住宅を購入」が 134,000 戸（同 13.5％）

などとなっている。

住宅の建築の時期別に取得の割合をみると、「昭和 45 年以前」に建築された住宅では、「相

続・贈与」が 43.7％と最も高く、次いで「新築（建て替えを除く）」が 19.6％、「その他」が

13.8％となっている。一方で「令和３年～令和５年９月」に建築された住宅では、「新築（建

て替えを除く）」が 51.4％と最も高く、次いで「建て替え」が 19.9％、「新築の住宅を購入」

が 19.1％などとなっている。

また、持ち家のうち、新耐震基準が導入された昭和 56 年以降に取得された住宅は 756,600

戸で持ち家全体の 76.5％を占めている。

（図５、表５）
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６ 借家の家賃・間代

専用住宅の１か月当たり家賃・間代は過去最高を記録

借家の１か月当たり家賃・間代は 51,508 円となっており、平成 30 年と比べ、2.9％増とな

っている。これを住宅の種類別にみると、「専用住宅」が 51,514 円、「店舗その他の併用住宅」

が 50,552 円となっており、平成 30 年と比べ、「専用住宅」は 2.9％増、「店舗その他の併用住

宅」は 3.2％減となっている。

「専用住宅」の１か月当たり家賃・間代は昭和 63年の調査開始以降、最高値となっている。

（表６－１）

表６－１ 住宅の種類別１か月当たり家賃・間代の推移（昭和 63 年～令和５年）

１畳当たり家賃・間代は専用住宅・店舗その他の併用住宅で増加

専用住宅における１畳当たり家賃・間代は 2,765 円となっており、平成 30 年と比べ、4.5％

増となっている。これを住宅の所有の関係別にみると、「民営借家（非木造）」が 3,112 円と最

も高く、次いで「民営借家（木造）」が 2,668 円、「都市再生機構(UR)・公社の借家」が 2,157

円などとなっている。

（表６－２）

表６－２ 住宅の種類、住宅の所有の関係別１か月当たり家賃・間代及び１畳当たり家賃・間代（令和５年・平成 30 年）
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７ 高齢者のいる世帯の状況

高齢単身世帯のうち、借家は 29.9％

65 歳以上の世帯員（以下「高齢者」という。）のいる主世帯（702,000 世帯）について、住

宅の所有の関係別にみると、持ち家が 603,100 世帯（高齢者のいる世帯総数に占める割合

85.9％）、借家が 97,300 世帯（同 13.9％）となっており、主世帯総数に占める持ち家の割合

（67.4％）に比べ、高齢者のいる世帯に占める持ち家の割合が 18.5 ポイント高くなっている。

高齢者のいる世帯について「高齢単身世帯」（184,200 世帯）をみると、持ち家が 128,300

世帯（高齢単身世帯総数に占める割合 69.7％）、借家が 55,100 世帯（同 29.9％）となってお

り、平成 30 年と比べ、持ち家が 21,700 世帯（20.4％）増、借家が 12,800 世帯（30.3％）増

となっている。また、「高齢単身世帯」の借家の割合について、平成 10 年以降の推移をみると、

平成 30 年から令和５年は 1.7 ポイントの増加がみられるものの、全体としては低下傾向とな

っている。

（表７、図６）

表７ 高齢者のいる世帯の型、住宅の所有の関係別主世帯数の推移（平成 10 年～令和５年）
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８ 現住居以外の住宅を所有している世帯

現住居以外の住宅を所有している世帯は 9.5％、うち、居住世帯のない住宅を所有している世帯は 2.7％

普通世帯のうち、現住居以外の住宅を所有している世帯は 138,800 世帯（普通世帯総数に占

める割合 9.5％）となっている。このうち、居住世帯のある住宅を所有している世帯は 111,000

世帯（同 7.6％）、居住世帯のない住宅を所有している世帯は 39,200 世帯（同 2.7％）となっ

ている。

現住居以外の住宅を所有している世帯について、現住居以外に所有する住宅の主な用途の割

合を居住世帯の有無別にみると、居住世帯のある住宅は、「親族居住用」が 57.4％と最も高く、

次いで「貸家用」が 29.7％、「貸家・売却用及び二次的住宅・別荘用を除く空き家」が 15.3％

などとなっている。また、居住世帯のない住宅は、「貸家・売却用及び二次的住宅・別荘用を

除く空き家」が 54.3％と最も高く、次いで「二次的住宅・別荘」が 26.3％、「貸家用」が 11.7％

などとなっている。

（表８－１）

表８－１ 現住居以外に所有する住宅の主な用途別普通世帯数（令和５年）
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家計を主に支える者の年齢階級が高いほど、現住居以外の住宅を所有している世帯の割合が高い

現住居以外の住宅を所有している世帯について、家計を主に支える者の年齢階級別にみると、

「65 歳以上」が 76,600 世帯と最も多く、次いで「55～64 歳」が 31,800 世帯、「45～54 歳」が

18,700 世帯などとなっている。また、年齢階級別に普通世帯数総数に占める現住居以外の住宅

を所有している世帯の割合をみると、「55～64 歳」、「65 歳以上」の区分では 10％以上となって

いる。

（表８－２）

表８－２ 家計を主に支える者の年齢階級、現住居以外に所有する住宅の主な用途別普通世帯数（令和５年）
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